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　介護保険制度は４月に「制度の持続性」「明るく活力ある超高
齢化社会」などの視点で改正され、これに基づき、１８年度から
２０年度までの３カ年の「稲城市介護保険事業計画（第３期）」を
策定しました。策定に当たっては、１７年度に介護保険運営協議
会を１０回、保健福祉総合計画の市民懇談会を１０回開催しまし
た。また、広報いなぎや市ホームページでも意見を募集し、計
画に反映させました。ここでは、計画の一部を紹介します。

図２　人口推計

図１　稲城市介護保険事業計画（第3期）の位置付け�

◆稲城市の将来像◆�
緑につつまれ　友愛に満ちた市民のまち　稲城�

◆2015年のすがた◆�
・人口8万2千人弱、高齢化率21.8％の成熟したまちに。�
・世帯構成も大きく変化し、単身世帯の4分の1が高齢者に。�
・地域での在住介護を推進。施設利用の重点化をめざす。�

○予防重視型システム
　確立�

○施設給付の見直し�
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○サービスの質の確保
　・向上�

○負担のあり方・制度
　運営の見直し�

※平成１８年４月施行�

※施設給付見直等一部
は平成１７年１０月施行�

◆介護保険法改正◆�

○他都市に比べ若い人
　口構造�
○地区により高齢化率
　が異なる�
○要支援・要介護1が
　増加。要支援の伸び
　は鈍化�

◆稲城市の現状◆�

◆稲城市の介護保険の課題◆�
1　介護のまちづくりを進める課題�
　①ひとり暮らしや老人のみ世帯に対する地域ケアの展開�
　②住み慣れた環境で多様な介護が受けられる環境整備�
　③介護予防と支援のネットワークづくり�

2　高齢者の尊厳を支えるケアの課題�
　①介護予防・リハビリテーションの充実�
　②生活の継続性を維持するための新しい介護サービス�
　③新しいケアモデルの確立：認知症高齢者ケア�
　④サービスの質の確保と向上�
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介護支援ボランティアの
育成�

平成２７年平成２７年（（２０１５年２０１５年））における将来像における将来像

稲城市介護保険事業計画�

　　　　　(第３期）を策定�
事業費の概要　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：千円）

地域支援事業費標準給付費

４６,０５３２,３０７,２２７１８年度

５６,９４４２,４８１,０１７１９年度

７９,８２３２,６６６,１８３２０年度

１８２,８２０７,４５４,４２７合　計

※数値はすべて推計値

　事業計画は、いわゆる団塊の世代が６５歳
以上の高齢者となる平成２７年（２０１５年）の高
齢者像を視野に入れたものとなっています。
介護保険法の改正を受け、「予防重視型シ
ステムへの転換」「施設給付の見直し」「新
たなサービス体系の確立」「サービス向上の
ための質の確保」「負担のあり方と制度運営
の見直し」など、地域での在宅介護の推進

や施設利用の重点化を目指しています。
　「地域支援事業」「新予防給付」「地域包
括支援センター」「地域密着型サービス」「サ
テライト型特別養護老人ホームの展開」「介
護支援ボランティアの育成」などを通して
「介護のまちづくり地域システム構想」を
推進していきます（図１参照）。
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　事業計画では、市の人口は平成２７年（２０１５年）には８１,８０６人、６５歳以上の高齢
者人口は１７,８２３人と推計しています。高齢化率は２１.８％となり、市民の５人に
１人が高齢者になると推計しています（図２参照）。これは、国の高齢化率であ
る２６％よりは低いものの、急速な高齢化が進むものと思われます。
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　要支援・要介護認定者は、高齢者の増に伴い、図３にように伸びていくと
推計しています（要支援・要介護１は、旧制度ベースで推計）。
　２６年度の６５歳以上の高齢者人口（推計）は、１７年度の１.５５倍ですが、要支援・
要介護認定者数は、１７年度の１,３７４人から２６年度には２,９６１人となり、２.１５倍に
なることが予測されます。

図３　要支援・要介護認定者数の推計



１８・５・１５ （２）

　 ����������

������������������������������

①　市へ要介護認定の申請�

④　②③をもとに、コンピューター

による一次判定�

⑤　医療・保健・福祉分野の専門の

委員で構成された要介護認定審査会

において二次判定�

②　市の調査員

による訪問調査�

（認定を受けら

れる方の自宅な

どで実施）�

③　市から主治

医意見書を依頼�

申請から�
　認定までの流れ�

要介護認定� 特特定定疾疾病病のの方方
　４０歳から６４歳までの方で、国が
指定する特定疾病の場合は、介護
保険の認定申請をすることができ
ます。

▽国が指定する特定疾病
○がん（末期）
※新たに加わりました

○ 筋  萎  縮  性  側  索  硬  化 症
きん い しゅく せい そく さく こう か

○ 後  縦  靭  帯 骨化症
こう じゅう じん たい

○骨折を伴う骨粗しょう症

○多系統 萎  縮 症（線条体黒質変
い しゅく

性症、シャイ・ドレーガー症
候群、オリーブ橋小脳萎縮症）
○初老期における認知症

○ 脊  髄 小脳変性症
せき ずい

○ 脊  柱  管  狭  窄 症
せき ちゅう かん きょう さく

○早老症
○糖尿病性神経障害、糖尿病性
腎症及び糖尿病性網膜症
○脳血管疾患
○パーキンソン病関連疾患

○ 閉  塞 性動脈硬化症
へい そく

○関節リウマチ
○慢性閉塞性肺疾患
○両側の膝関節または股関節に
著しい変形を伴う変形性関節
症
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　介護保険料は、下表のように６段階に区分し、基準額は４,４００
円となります。また、本人などの前年の所得や１８年度住民税に
応じて、納める保険料が異なります。

新たな新たな緩和措置緩和措置
　１７年度の税制改正により、老年者非課税枠（１２５万円まで）が廃
止されたことに伴なって、住民税が非課税から課税となる方は、
介護保険料が上がる場合があります。急激な負担増とならない
よう、１８・１９年度の保険料率を軽減します。

納納期期がが変変わわりりまますす
　介護保険料を納付書で納めている場合は、納期が７月から１９
年３月までの各月末（年９回）に変わります。
※１８年度の納付書は７月初旬に郵送します。
※年金から天引きされている場合は、これまでと日数は変わり
ません。
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稲城長沼駅
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稲城長沼駅� 矢野口駅
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矢野口駅�

稲城市地域包括支援センター�
いなぎ苑担当地域�

稲城市地域包括支援センター�
ひらお苑担当地域�

JRJR南武線
南武線�
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　地域包括支援センターは、公正・中立な立場から、地域における
○総合相談・支援
○介護予防マネジメント
○包括的・継続的マネジメント
を担う中核機関として活動します。

　市では、地域包括支援センターを２つの日常生活圏域（下図参照。太線
は区域割り線）に設置しました。
○矢野口、東長沼、大丸、百村、押立地区＝稲城市地域包括支援センター
いなぎ苑

○坂浜、平尾、向陽台、長峰、若葉台地区＝稲城市地域包括支援センター
ひらお苑

※サービスは利用者が選択し、圏域を越えて利用できます。

旧制度�

１８年度�
 から�

要支援�

要支援１� 要支援２� 要介護１� 要介護２� 要介護３� 要介護４� 要介護５�

要介護１� 要介護２� 要介護３� 要介護４� 要介護５�

介護予防サービス� 介護サービス�

　介護の目的は、要介護状態または要
支援状態の軽減または悪化の防止にあ
ります。
　介護保険サービスは、要介護状態と
なった場合でも、できる限り自立した
日常生活を送ることができるように、
心身の状況や生活環境に応じて提供さ
れるものです。
　１８年度から比較的軽度の要介護状態
の方を対象とした新たな「介護予防サ
ービス（新予防給付）」が始まりました。
これは生活機能の低下や重度化をでき
る限り防ぎ、尊厳あるその人らしい生
活を送るためのサービスです。
　「本人のできることは、できる限り
本人が行う」ことを基本としています。
　これまでの要介護状態区分は、「要

支援・要介護１～５」の６段階でした
が、１８年度から７段階に改正されまし
た。「要介護１」とされていた認定区
分は、原則として「要支援２」となり
ます。また、状態の維持、改善につい
ての審査判定で、介護予防サービスの
適切な利用が見込まれない状態にある
場合には、「要介護１」とする仕組み
となりました。さらに、「要支援」と
されていた認定区分は、「要支援１」
となり、「要支援２」とあわせて「介
護予防サービス（新予防給付）」を受け
ます。
　介護予防サービスは、「介護予防訪
問介護」や「介護予防通所介護」など
を組み合わせて提供されます。

年　額月　額所　得段　階

２６,４００円２,２００円
老齢福祉年金の受給者または生活保護受給
者で、本人および世帯全員が住民税非課税
の方

第１段階

２６,４００円２,２００円
世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所
得金額と課税年金収入額が８０万円以下の方

第２段階

３９,６００円３,３００円
世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所
得金額と課税年金収入額が第２段階以外の
方

第３段階

５２,８００円４,４００円
本人は住民税非課税で、世帯のだれかに住
民税が課税されている方

第４段階

６６,０００円５,５００円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額
が２００万円未満の方

第５段階

７９,２００円６,６００円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額
が２００万円以上の方

第６段階
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